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はじめに 

 

本報告書は，広島県障害者自立支援協議会の専門部会である「就労支援部会」（以下「当部会」）に

おける令和２年度の検討結果を報告書として取りまとめたものである。 

当部会への付託事項は，次の 2 項目である。 

１ 就労支援体制の整備に係ること。 

２ 福祉的就労の場における工賃向上に係ること。 

 

◆部会開催状況 

開催日程 主な議題 

第１回 

令和２年 12 月 25 日 

【協議事項】 

（1）「広島県工賃向上に向けた取組（第４期）」の策定について 

（2）「広島県工賃向上に向けた取組（第３期）」における県の取組方策の実施

状況及び課題について 

 

【報告事項】 

（1）令和２年度広島県優先調達方針について 

（2）令和元年度広島県における障害者就労施設等からの物品等の調達実績 

（3）障害者就労施設等からの物品等の調達実績 

（4）障害者就業・生活支援センターの運営状況について 

 

【その他】 

（1）新型コロナウイルス感染症に伴う影響について 

 

 

◆就労継続支援Ａ型事業所の指定に係る専門家会議意見聴取状況 

開催日程 主な議題 

第１回 

令和２年 10 月 15 日 

【協議事項】 

 指定就労継続支援Ａ型事業所の新規指定について（１事業所） 
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第１ 広島県工賃向上に向けた取組（第４期）の策定について 

 

１ 趣 旨 

「広島県工賃向上に向けた取組（第３期）」の成果や課題を踏まえ，また，第６期広島県障害福祉計画（令

和３年度～令和５年度）との整合性を図りつつ，広島県障害者自立支援協議会に諮ったうえで，新たな取組

（令和３年度～令和５年度）を策定する。 

 

２ 広島県障害者自立支援協議会就労支援部会での検討 

新たな県の取組については，就労支援部会の協議事項とし，令和３年度第１回広島県障害者自立支援協

議会（全体会議）開催までに就労支援部会において協議・検討を行う。 

 

３ 国の動向 

例年では， 

○ 厚生労働省主催「全国厚生労働関係部局長会議」で策定等について説明（令和 3 年 1 月） 

○ 「『工賃向上計画』を推進するための基本的な指針」の通知（令和 3 年 2 月） 

の予定。 

 

４ 新たな県の取組策定までのスケジュール 

区 分 12 月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

厚 生 労 働

省 
  

 

   

  

県（障害

者支援

課） 

 

 

  

  

  

自立支援 

協議会 

(全体会

議) 

      

  

就労支援 

部会 

 

 

 

   

  

※ 基本指針の通知時期及び内容により，スケジュールが変更となる可能性がある。 
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について
事業所
説明会 
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広島県工賃向上に向けた取組第４期（令和３年度～令和５年度）［骨子案］ 

１ 取組策定の趣旨等 

１ 取組策定の趣旨 

本県では，障害のある方の就労支援に積極的に取り組むため，平成 20 年度に「広島県工賃ステップ

アップ計画」（平成 20 年度～平成 23 年度）を策定し，県内の就労継続支援事業所や旧体系の授産施設

で働く方の工賃の向上を目指すための方針を示しました。 

障害者が地域で自立して生活するためには，年金収入のほか，工賃収入が重要な位置を占めること

から，現状や課題を踏まえ，平成 24 年度には「広島県工賃向上に向けた取組」（平成 24 年度～平成 26

年度）を，平成 27 年度には「広島県工賃向上に向けた取組（第 2 期）」（平成 27 年度～平成 29 年度）

を，平成 30 年度には「広島県工賃向上に向けた取組（第 3 期）」（平成 30 年度～平成 32（令和２）年

度）を策定し，工賃向上に取り組んでまいりました。 

令和２年度末で「広島県工賃向上に向けた取組（第３期）」が終了しましたが，令和元年度の就労継

続支援Ｂ型事業所の平均工賃（月額）は，17,168 円（平均工賃（時間額）242 円，令和元年度最低賃金

871 円）となっており，障害者が地域において自立して生活するためには，障害基礎年金等の収入を合

わせても十分ではありません。 

平成 24 年度以降概ね横這いとなっていた工賃実績について，平成 30 年度から増額となっており，

更なる引き上げを行うため，新たに「広島県工賃向上に向けた取組（第４期）」を策定し，県，市町，

企業，障害者施設及び関係団体が一体となって，更なる工賃向上を目指すこととします。 

国においても，継続して工賃向上に向けた取組を推進することとし，令和３年３月に「『工賃向上計

画』を推進するための基本的な指針」を発出したところであり，広島県としても，この指針の内容に沿

って，本取組を策定し，今後とも障害のある方の経済的な自立の実現に向けて取り組んでまいります。 

 

２ 取組の位置付け 

令和３年度から，本県では第６期広島県障害福祉計画（令和３年度～令和５年度）の実施期間に入り

ます。 

この障害福祉計画は，障害者が地域で安心して生活できる環境の整った社会の実現を目標とするた

めに策定したもので，就労継続支援Ｂ型事業所における工賃についても，障害者の経済的自立が可能

となる収入確保を目指し，今後，取り組む施策の方向性を提示しています。 

今回の「広島県工賃向上に向けた取組（第４期）」は，この障害福祉計画で提示した内容を，より具

体的で確実なものとするために，令和３年度から令和５年度までの各年度の目標工賃とその目標達成

のために取り組む具体的な方策を示すもので，「広島県工賃ステップアップ計画」及び「広島県工賃向

上に向けた取組（第１期・第２期・第３期）」に続くものとして位置付けます。 

 

２ 取組の対象期間 

令和３年度～令和５年度 
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３ 対象事業所 

原則として，県内で指定を受けているすべての就労継続支援Ｂ型事業所を対象事業所とし，対象事

業所においては特別な事情がない限り，事業所工賃向上計画を作成することとします。 

なお，就労継続支援 A 型事業所等で，工賃の引上げに積極的に取り組む事業所も事業所工賃向上計

画の作成を可能とします。 

 

 

１ 就労継続支援 A 型 

⑴ サービスの内容 

通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち，適切な支援により雇用契約等に基づき就

労する者につき，生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上の

ために必要な訓練その他の必要な支援を行う。 

⑵ 対象者 

企業等に就労することが困難な者であって，雇用契約に基づき，継続的に就労することが可能な

65 歳未満の者 

 ⑶ 最低賃金・最低工賃 

雇用契約を締結している利用者については，労働局が定める最低賃金 

※ただし，最低賃金適応除外の特例措置あり。 

※雇用契約を締結していない利用者に支払われる平均工賃は 3,000 円を下回ってはならない。 

 

２ 就労継続支援 B 型 

⑴ サービスの内容 

通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち通常の事業所に雇用されていた障害者であ

ってその年齢，心身の状態その他の事情により引き続き当該事業所に雇用されることが困難となっ

た者，就労移行支援によっても通常の事業所に雇用されるに至らなかった者その他の通常の事業所

に雇用されることが困難な者につき，生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知

識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行う。 

⑵ 対象者 

就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない者や，一定年齢に達している

者などであって，就労の機会等を通じ，生産活動にかかる知識及び能力の向上や維持が期待される

者 

 ⑶ 最低工賃 

利用者に支払われる平均工賃は 3,000 円を下回ってはならない。また，就労継続支援Ｂ型の指定基

準に「利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことを支援するため，工賃水準を高めるよう

努めなければならない。」と規定されている。 
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４ 現行の工賃水準（目標工賃と工賃実績の推移） 

広島県工賃向上に向けた取組期間（第２期） 

区  分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

月額 

目標工賃(A) 16,500 円 17,000 円 17,500 円 

実績(B) 15,939 円 15,892 円 16,038 円 

B-A ▲561 円 ▲1,108 円 ▲1,462 円 

全国平均 15,003 円 15,295 円 15,603 円 

時間額 

目標工賃(C) 210 円 220 円 230 円 

実績(D) 204 円 204 円 216 円 

D-C ▲6 円 ▲16 円 ▲14 円 

 

 広島県工賃向上に向けた取組期間（第３期） 

区  分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

月額 

目標工賃(A) 16,500 円 17,000 円 17,500 円 

実績(B) 16,754 円 17,168 円  

B-A 254 円 168 円  

全国平均 16,118 円 16,369 円  

時間額 

目標工賃(C) 220 円 230 円 240 円 

実績(D) 231 円 242 円  

D-C 11 円 12 円  

【参考】広島県における最低賃金の推移 

年 度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｒ元年度 

最低賃金  750 円  769 円   793 円 818 円 844 円 871 円 

ア 経年比較 

広島県の令和元年度の平均工賃（月額）は 17,168 円で，工賃向上に向けた取組第 2期の平成 27

年度の 15,939 円と比較して 1,229 円（7.7％）増加しています。 

イ 全国比較 

広島県の平均工賃（月額）は，常に全国平均を上回って推移しています。 

ウ 最低賃金との比較 

平成 27 年度から令和元年度の県内の最低賃金の伸び率が 13.3%なのに対し，平均工賃（月額）

の伸び率は，7.7％にとどまっています。 

 

●課題 

（１）事業所単独による取引先拡大には限界があるため，共同受注窓口やふれ愛プラザを利用した役務

の共同受注拡大や商品の常設販売場所の開拓等を行う必要があります。 

（２）事業所製品及び受注可能な役務業務を企業や県民に広く周知するため，ＩＴ等を活用して積極的

な普及啓発を行う必要があります。 
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（３）農福連携による農業への参入や施設外就労の促進など，今後，成長が期待できる分野への新たな

事業所の参入を積極的に支援していく必要があります。 

（４）事業者が作成する工賃向上計画がより実効性の高い計画として機能するよう，個別支援計画と連

動したＰＤＣＡサイクルを確立する必要があります。 

 

■令和元年度工賃実績について 

１ 広島県目標工賃及び実績の推移 

年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

工賃実績（月額） 12,419 円 12,942 円 12,752 円 

全国平均 12,222 円 12,600 円 12,587 円 

 

  広島県工賃ステップアップ計画期間 

年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

目標工賃（月額） -  -  25,000 円 

工賃実績（月額） 13,291 円 13,474 円 14,397 円 

全国平均 12,695 円 13,079 円 13,586 円 

  

 広島県工賃向上に向けた取組期間 

年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

目標工賃（月額） 16,000 円 17,300 円 18,700 円 

工賃実績（月額） 15,668 円 15,551 円 15,643 円 

全国平均 14,190 円 14,437 円 14,838 円 

  

 広島県工賃向上に向けた取組期間（第 2 期） 

年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

目標工賃（月額） 16,500 円 17,000 円 17,500 円 

工賃実績（月額） 15,939 円 15,892 円 16,038 円 

全国平均 15,033 円 15,295 円 15,603 円 

  

 広島県工賃向上に向けた取組期間（第 3期） 

年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

目標工賃（月額） 16,500 円 17,000 円 17,500 円 

工賃実績（月額） 16,754 円 17,168 円 - 

全国平均 16,118 円 16,369 円 - 

※対象は，平成 23 年度までは B 型及び旧法授産施設等。平成 24 年度からは B 型事業所。 

 

令和元年度の工賃実績は 17,168 円と前年度比 414 円の増加となり，「広島県工賃向上に向けた取組

（第 3期）」で設定した平成 31 年度目標工賃 17,000 円を上回った。 
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２ 各事業所単位での令和元年度目標工賃月額達成状況 

工賃実績報告対象事業所 314 

提出事業所（提出率） 275（87.6%） 

令和元年度目標工賃月額（17,000 円）達成事業所（達成率） 106（38.5%） 

工賃月額実績 10,200 円（目標の 60%）未満の事業所 89（32.4%） 

令和元年度目標を達成した事業所は全体の約 4 割に留まり，一方で目標を大きく下回る事業所が全

体の約 3 割を占める状態となっており，今後，目標を大きく下回る事業所への状況確認と優先的な支

援が求められる。 
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第２ 広島県工賃向上に向けた取組（第３期）における取組状況及び課題について 

（１）就労継続支援Ｂ型事業所 
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経済的自立支援事業内訳 平成元年度決算額 令和２年度事業費 

■事業所職員スキルアップ事業 

 ・工賃底上げ研修，専門家派遣 

（■Ｒ2：専門家アドバイザー派遣事業） 

1,549,000 1,174,000 

■専門家指導による技術・販売力向上事業 

 ・好事例情報発信事業（S-1 サミット） 

（■Ｒ2：事業所製品のブランディング事業） 

2,441,000 2,440,000 

■障害者就労支援事業所売上向上対策事業 

 ・共同受注窓口運営，・ふれ愛プラザ及び協議会運営 

（■Ｒ2：受発注マッチング機能・ふれ愛プラザ運営強化事業） 

10,500,000 17,570,000 

■農福連携による障害者の就労促進事業 

 ・技術支援アドバイザー派遣事業，・販路拡大事業（マルシェ） 

（■Ｒ2：農業分野における新たな就労確保事業） 

5,759,000 7,632,000 
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（２）就労継続支援Ａ型事業所 

 

 

 

 

●Ａ型事業所適正化事業 

区分 内容 

目 的 
就労継続支援Ａ型事業所の運営及び執行の適正化を図るため，運営法人等に対

する指導・監査体制を整えるとともに，経営コンサルタントの派遣等を行う。 

受 託 者 
・一般社団法人広島県中小企業診断協会  

・株式会社インサイト 

事業者指定 

（県所管法人）

就労継続支援Ａ型事業所の指定等に係る専門家会議の開催【別記参照】 

・目 的 事業所新規指定の際の審査体制の強化 

・開催日 令和２年 10 月 15 日（水） 

事業者指導 

（県所管法人）

就労継続支援Ａ型事業所への財務状況等点検業務（中小企業診断士の派遣） 

・目 的 指定基準を満たさない事業所の経営破綻等の未然防止 

・実施日 令和２年 11 月～12 月 

・対 象 ７事業所 

事業所運営 

（県内全法人）

 

(1) 経営改善研修の開催 

 ・目 的 就労継続支援Ａ型事業所の収益力向上 

 ・開催日 令和２年９月 11 日（金），10 月 16 日（金） 

(2) 経営改善アドバイザー派遣事業 

 ・目 的 就労継続支援Ａ型事業所の収益力向上 

  ①アドバイザー派遣 

・実施日 令和２年 11 月～令和３年２月 

・対 象 13 事業所に計４回派遣 

 ②成果報告会 

 ・実施日 令和３年３月 31 日（水） 

成 果 等 

県内のＡ型事業所のうち基準未達の事業所割合は，令和元年度（平成 30 年度決算）

は 52.9％だったのに対し，令和２年度（令和元年度決算）は 36.0％に減少してお

り，引き続き適正化に向けて取り組む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済的自立支援事業内訳 平成元年度決算額 令和２年度事業費 

■事業所適正化事業 

 ・就労継続支援 A 型事業所経営者研修 

 ・経営改善に係る指導・監査 

5,245,000 6,714,000 
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第３ 令和２年度広島県優先調達方針等について 

 

１ 令和元年度優先調達実績（詳細は次ページ） 

   44,063 千円 

 

２ 令和２年度優先調達目標額 

   36,000 千円 

 

３ 今年度の取組状況 

 県ホームページにおいて，令和元年度の県の優先調達実績を公表するとともに，県内の障害者就労施

設等において提供している物品・役務一覧を掲出し，関係機関や事業者に対する優先調達の推進に取り

組んだ。 

 

※ 広島県ホームページ：障害者就労施設等からの物品等の調達の推進について 

http://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/62/yuusentyoutatusuisinhou.html 

 

４ 今後の支援方策 

  優先調達方針を年度ごとに策定し，県庁内全体で共有することで，優先調達の適切な執行体制を 

構築するとともに，事業所が提供可能な製品やサービス情報を収集し，県ホームページ等により， 

情報提供することで，障害者就労施設等からの物品及び役務の調達の推進を図る。 

 

５ 優先調達実績額（令和元年度） 

（１）市町計      230,862 千円 

（２）独立行政法人計   11,462 千円 
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第４ 障害者就業・生活支援センターの運営状況について 

１ 障害者就業・生活支援センター事業内容 

 障害者の雇用の促進及び職業の安定を図るため，障害者雇用促進法に基づき，地域の関係機関と連携し

ながら，就職に向けた準備や職場に適応・定着するための日常生活や社会生活に関する助言などを行う施

設として，県内８か所（障害保健福祉圏域ごとに１センター以上）に障害者就業・生活支援センター（以下

「センター」という。）を設置し，就業支援員及び生活支援員を配置している。 

２ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う事業への影響について 

(1) 影響状況 

【支援対象者の状況】 

  ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 3 月→5 月 5 月→11 月 3 月→11 月 

 在職中 3,266 3,390 3,301 3,196 3,208 3,214 3,170 3,173 3,177 35 ▲ 124 ▲ 89 

 通常に勤務 3,160 3,029 2,977 2,975 3,120 3,153 3,106 3,112 3,128 ▲ 183 151 ▲ 32 

 勤務日数減 15 158 218 127 83 56 59 54 44 203 ▲ 174 29 

 休職自宅待機 12 121 98 15 5 5 5 7 5 86 ▲ 93 ▲ 7 

 求職中 1,884 1,809 1,779 1,656 1,702 1,678 1,760 1,765 1,767 ▲ 105 ▲ 12 ▲ 117 

 コロナ前から 1,798 1,736 1,558 1,509 1,674 1,675 1,732 1,762 1,758 ▲ 240 200 ▲ 40 

 コロナ離職等 7 0 2 4 3 3 4 3 8 ▲ 5 6 1 

その他 667 665 639 591 605 619 656 661 662 ▲ 28 23 ▲ 5 

合計 5,817 5,827 5,719 5,443 5,515 5,511 5,586 5,599 5,606 ▲ 98 ▲ 113 ▲ 211 

 

 

 

【相談・支援方法】 

  ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 3 月→5月 5 月→11 月 3 月→11 月 

センターへの来所 712 317 298 474 426 527 642 633 614 ▲ 414 316 ▲ 98 

電話・Fax・e-mail 1,920 1,674 1,474 1,935 1,693 1,709 2,249 1,966 1,849 ▲ 446 375 ▲ 71 

職場訪問 1,815 458 413 1,010 885 1,076 1,291 1,283 1,300 ▲ 1,402 887 ▲ 515 

家庭・入所施設への訪問 230 106 145 309 119 123 172 130 144 ▲ 85 ▲ 1 ▲ 86 

その他 571 410 296 414 467 442 587 484 712 ▲ 275 416 141 

合計 5,248 2,965 2,626 4,142 3,590 3,877 4,941 4,496 4,619 ▲ 2,622 1,993 ▲ 629 

 

 

 

【相談・支援内容】 

  ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 3 月→5月 5 月→11 月 3 月→11 月 

就職に向けた相談・支援 1,865 943 820 1,231 1,366 1,292 1,851 1,547 1,525 ▲ 1,045 705 ▲ 340 

職場定着に向けた相談・支援 3,045 1,715 1,514 2,445 1,949 2,306 2,650 2,639 2,515 ▲ 1,531 1,001 ▲ 530 

日常生活，社会生活に関する

相談・支援 
142 112 154 241 104 135 220 119 102 12 ▲ 52 ▲ 40 

就業と生活の両方にわたる

相談・支援 
196 195 138 243 171 144 220 191 477 ▲ 58 339 281 

合計 5,248 2,965 2,626 4,142 3,590 3,877 4,941 4,496 4,619 ▲ 2,622 1,993 ▲ 629 

 

 

 

 

３月～５月  コロナの感染拡大により，勤務日数の減少や自宅待機が増加。 

５月～11 月 通常勤務への回復が進み，勤務日数減・自宅待機は減少。 

３月～５月  外出自粛要請の関係から来所による相談が大幅に減少し，電話等による対応に限られたことから，相談件数も減少。 

５月～11 月 徐々に職場訪問が可能になったこと，就職活動に動きが取れるようになったことから，相談件数が増加。 

３月～５月  就職活動の動きが取れず，相談が大幅に減少。 

５月～11 月 職場復帰や業務内容の変化に対する不安から，職場定着に関する相談が増加。 
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(2) 感染拡大に伴う新たな事業 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大等に伴う社会経済活動の停滞により，勤務日数の減少や休職自宅

待機など在宅生活が続き，職業生活リズムが崩れる恐れのある障害者への支援体制を強化するため，在宅

生活から円滑に職場復帰するための橋渡し支援と，障害者の就職活動の基盤となるきめ細やかな生活支援

を実施するため，次の事項を新たに実施している。 

 〇 オンラインによる面談等を実施するための環境整備に係る費用の支援 

   センターと支援対象者，企業や関係機関との面談等に活用する。 

〇 相談業務の増加に対応するための人員配置に係る人件費の支援 

 

(3) 令和２年度上半期における事業実施状況 

令和２年４月～９月における新型コロナウイルス感染症の業務への影響 

みどりの町障害者就業・生活支援センター 

［尾三圏域］ 

支援対象者への状況把握を徹底し，不安を募らせる方への相

談業務を強化 

東部地域障害者就業・生活支援センター 

［福山・府中圏域］ 

コロナウイルスの影響により収入面や生活リズムの変化に

伴う相談が増加している。 

広島中央障害者就業・生活支援センター 

［広島中央圏域］ 

定期的な職場定着支援ができない事業所に関しては，本人・

職場を含め，状況確認や面談等で対応している。 

広島障害者就業・生活支援センター 

［広島区域］ 

連絡協議会や研修の運営はグループ討議を行わず各関係機

関から状況報告を行い，関係機関の状況や機能を知る機会と

なった。 

呉安芸地域障害者就業・生活支援センター 

［呉安芸圏域］ 

職場見学や定着支援等の企業訪問を断られることが多く，企

業への活動は電話やメールが主となった。在職者交流会やピ

アサポート活動は８月から再開した。 

広島西障害者就業・生活支援センター 

［広島西圏域］ 

コロナウイルスの影響により職場実習をはじめとする各種

支援に支障が生じた。 

備北障害者就業・生活支援センター 

［備北圏域］ 

「新型コロナウイルスへの対応」をテーマに，感染防止に努

め仕事を継続する方法を考える在職者交流会を実施した。 

広島東障害者就業・生活支援センター 

［広島東圏域］ 

６月以降は徐々に職場訪問が可能になり，定着支援を行って

いる。外出の制限によるストレスを抱える相談が寄せられ，

電話・メールでストレス解消方法を一緒に検討した。 

 

３ 過年度の実績内訳 

 
区 分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

セ ン タ ー 数 7 7 7 8 8 

登 録 者 数 4,697 5,180 5,650 6,263 6,401 

相 談 ・ 支 援 26,825 30,393 34,506 34,413 34,498 

職場実習等あっせん 372 390 418 350 435 

就 職 件 数 474 382 444 529 591 
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第５ 新型コロナウイルス感染症に伴う影響について 

 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染拡大が，障害者の就労継続支援事業所の生産活動等に与えている影響について，
県内の事業所にアンケート調査を行った。その結果及び支援等の対応状況について報告する。 

  【調査内容】 
平成 31 年３～10 月と令和２年３～10 月の生産活動収入，利用者数，賃金又は工賃等の比較 

  【回答状況】 B 型（312 事業所） 

    

 

 

 

 

２ 調査結果 

（１） 概要 
新型コロナウイルス感染拡大に起因する経済活動の停滞やイベントの中止等が就労継続支援事業所

の生産活動や事業所運営にマイナスの影響を４月以降大きく受けている。 
（２） １事業所当たりの生産活動収入 

生産活動収入については，4月に同年月比△23.8％となって以降，15～20％減が続いている。 
 

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

H31 1,075 815 657 912 1,019 939 1,021 1,101 

R2 1,048 621 524 774 814 760 811 924 

 

 

（３） 利用者の平均工賃 

   ４月に対前年同月比がマイナスに転じ，7月に減少幅が最も大きい状況となった。8月以降は， 
   回復傾向にある。 

生産活動収入の減少が続いている中で，平均工賃月額が，コロナ影響前の水準で維持されて 
いることから，各事所において工賃を支払うために何らかの対応（積立金の取り崩し等）が取られてい
ることが推察される。 

 

  3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

H31 15,561 14,886 13,610 14,832 18,283 15,306 14,535 15,426 

R2 16,942 14,596 13,472 15,580 17,306 15,281 15,203 15,601 

 

 

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

回答事業所数 154 152 134 138 139 141 142 142 

回答率 49％ 49％ 43％ 44% 44% 45% 45% 45% 

（千円） 

（千円） 

（円） 



令和２年度 部会報告 

34 

 

（４）１事業所あたりの利用延べ人数 

  ４月に対前年比減に転じた。6月は増，7月には再度減に転じ，8月以降は増に回復している。 

 

  3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

H31 324 405 334 370 395 346 355 385 

R2 331 379 308 389 377 348 363 394 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
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第６ 障害福祉サービス等報酬改定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 就労継続支援Ａ型事業所の指定等に係る専門家会議の意見について 



令和２年度 部会報告 

36 

 

第７ 就労継続支援Ａ型事業所の指定等に係る専門家会議の意見について 

１ 開催状況 

回次 開催日 議題 

第１回 令和２年 10 月 15 日 
就労継続支援Ａ型事業所の指定等に係る事業計画に対す

る意見聴取（１件） 

２ 事前協議者等 

事 前 協 議 者 合同会社 

協 議 内 容 指定就労継続支援Ａ型事業所の新規指定について 

協 議 結 果 
現時点の事業計画について，実現性，継続性に疑義があり，Ａ型事業所

としての指定は適当ではない 

３ 事業計画書に対する意見 

区   分 事 業 計 画 意 見 

１ 指定を受ける動機・目的 

利用者の経済的な自立及び利

用者の自己実現の一助となり

たい 

熱意は感じられるものの，利用者に対して

どういう支援をしたいのか具体性がない 

２ 法人の実績（障害福祉サービ

ス事業の経営等） 
実績なし 

障害福祉サービス事業の運営又は管理者・

サービス管理責任者の経験者がいない点に

不安がある 

３ 提供サービス   

 

（１）利用者（労働者）の 

処遇に関する工夫 

代表者の就労継続支援Ａ型事

業所での職業指導員の経験を

活かす 

利用者に対してどういう支援をしたいのか

具体性がない 

（２）提供サービスのセール

スポイント（SWOT 分析よ

り） 

本棚の自主製造販売 

賃貸住宅の清掃（施設外就労） 

近隣に競合となるＡ型事業所

が少ない 

競合が激しい市場であるにも関わらず，商

品に優位性が感じられない 

（３）提供サービスの 

販売戦略 
ＷＥＢ販売メイン ＷＥＢ関係に長けている職員がいない 

４ 主な取引先 
インターネットショッピング

モール事業者 

地域貢献の点から地元企業への納入や，直

販も検討してほしい 

５ 借入の状況 現時点での借入はなし ― 

６ 必要な資金と調達方法 
自己資金と金融機関からの借

入 

金融機関からの借入だけでは資金ショート

の恐れがあるため，自己資金を更に増やす

か，資金調達が可能なスポンサーを見つけ

た方が良い 

７ 事業の見通し １年目から黒字を予定 

インターネットショッピングモール事業者

への販売手数料が原価計算から漏れている

ため，収支の見直しが必要である 

 

 



令和２年度 部会報告 

37 

 

【参考】：広島県障害者自立支援協議会 

障害者総合支援法第 89 条の３の規定に基づき，地域における障害者等への支援体制に関する

議題について情報を共有し，関係機関等の連携の緊密化を図るとともに，地域の実情に応じた体

制の整備について協議を行うため設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 医 療 的 ケ ア 児

（者）及びその

家族への支援

体制等の検討 

・関係機関との連携，協力

及び情報の共有・普及 

・障害者支援ネットワー

クの構築及び推進 

・障害福祉計画の策定及

び具体化に向けた協議 

・障害児療育の状

況把握 

・障害児療育の方

向性検討 

・県・市町・民間の

役割分担検討 

・県立社会福祉施

設の役割・環境

整備検討 

・市町の相談支援

体制（市町協議

会）の状況把握 

・市町の相談支援

体制（市町協議

会）に対する支

援方策の検討 

・県相談支援アド

バイザーの活用

及び配置に係る

検討 

・相談支援従事者

等 の 人 材 育 成

の方策検討 

・障害者差別解消

法施行後の対応 

・就労支援体制の

整備 

・福祉的就労の場

における工賃向

上 

・研修カリキュラ
ム等検討 

・Ａ型事業所指
定・指導の適正
化に向けた意見 

療育部会 
相談支援・ 
研修部会 

就労支援部会 
 
 

医療的ケア児 
支援部会 

就労継続支援Ａ型
事業所の指定等に
係る専門家会議 

広島県障害者自立支援協議会 

（会長：石井 知行） 

全体会議 
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令和２年度広島県障害者自立支援協議会就労支援部会 委員名簿 

 

区 分 氏   名 所           属 

部会長 寶子丸 周吾 社会福祉法人「ゼノ」少年牧場 理事長 

委 員 伊木 剛二 広島県商工会議所連合会 事務局長 

委 員 木山 誠 一般財団法人広島県森林整備・農業振興財団 農業振興担当部長 

委 員 古玉 哲弘 
広島県精神障害者支援事業所連絡会 副会長 

（社会福祉法人清風会 清風会サンホーム 管理者） 

委 員 塩崎 睦典 
広島県身体障害者施設協議会 副会長 

（社会福祉法人福山愛生会 希望の広場 施設長） 

委 員 竹田 恵 日本労働組合連合会広島県連合会 事務局長 

委 員 長和 洋光 
広島障がい者就労支援協議会 事務局 

（医療法人せのがわ多機能型就労移行支援・就労継続支援Ｂ型事業所ノイエ 管理者） 

委 員 西村 浩二 
広島中央障害者就業・生活支援センター  センター長 

（広島県発達障害者支援センター センター長） 

委 員 橋本 朋美 
広島市 A 型事業所連絡協議会 代表 

（特定非営利活動法人広島自立支援センターともに 統括主任） 

委 員 藤原 博文 
広島県知的障害者福祉協会 理事 

（社会福祉法人虹の会 理事長） 

委 員 松岡 建興 
広島県自立支援協議会就労支援部会ワーキンググループ座長 

（社会福祉法人にこにこ福祉会障害福祉サービス事業所にこてらす 施設長）  

委 員 村上 匡 
広島県障害者相談支援事業連絡協議会副会長 

（就労継続支援Ｂ型事業所らぼーろ） 

委 員 山根 敏宏 
経営考房 代表 

（障害者経済的自立支援事業担当 中小企業診断士） 

委 員 髙杉  勲 広島障害者職業センター 所長 

委 員 三島 浩徳 広島労働局職業安定部 職業対策課 課長 

委 員 有馬 由美 広島県商工労働局 雇用労働政策課 課長 

委 員 三浦 直宏 広島県教育委員会事務局教育部 特別支援教育課 課長 

委 員 岩崎 和浩 広島県健康福祉局 障害者支援課 課長 

委 員 加川 伸 広島県健康福祉局 障害者支援課 自立支援担当監 

（部会長及び行政機関の委員を除き五十音順） 


